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読売理工医療福祉専門
学校

昭和51年6月1日 水落清治
〒112-0002
東京都文京区小石川　1-1-1

（電話） 03-3686-0411

（別紙様式４）

令和5年7月31日※１
（前回公表年月日：令和 4年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人読売理工学院 昭和45年1月31日 松井　敏宏
（電話）

〒112-0002
東京都文京区小石川　1-1-1

工業 工業専門課程 建築学科
平成19年文部科学省

告示第21号
―

学科の目的
「建築」を中心に「ものづくり」から「まちづくり」までを広く体系的に学びながら、プロフェッショナルとしての土台となる専門知識、思考を養うことを目的としてい
る。

03-3686-0411
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0時間 0時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

２年 昼間
1800時間 1476時間 180時間 900時間

学期制度 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法

80人 38人 13人 5人 22人 27人

■前期： 4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

定期試験・実習・課題等の総合評価

長期休み
卒業・進級

条件

進級：必修科目を含む修得単位数の合計が42単位以上
卒業：必修科目を含む修得単位数の合計が82単位以上

学修支援等 課外活動

■課外活動の種類
学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

■サークル活動： 有

■個別相談・指導等の対応
本人・保護者に電話・メール連絡

■学年始め：4月1日～ 4月7日
■夏　　季： 8月 1日～ 8月31日
■冬　　季：12月25日～ 1月 7日
■学 年 末： 3月21日～31日

・進学：1人
・帰国：1人
・自営：1人

年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

■就職者数 24
92.3■就職率　　　　　　　　　　：

： 82.8 ※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当するか
記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
「木の家設計グランプリ2022」松岡拓公賞、優秀賞

主催：株式会社 木の家専門店 谷口工務店

■その他

令和4年4月1日時点において、在学者58名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者46名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

学校生活への不適合からの学習意欲の低下・経済的問題・進路変更等

就職等の
状況

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
個人面談とアンケートにより希望職種を聞き、面接の練習等を行う。

■卒業者数 29
■就職希望者数 26

■主な就職先、業界等（令和2年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

■国家資格・検定/その他・民間検定等
建設業界の建築系企業、特に建築設計・施工関連企業への就職。 （令和２年度卒業者に関する令和3年5月1日時点の情報）

■中退防止・中退者支援のための取組
個別面談・保護者との連絡、特別補講等を基本的な対応とし、健康上の理由や学校生活への不適応等の踏み込んだ課題には、医療機関の紹介、保護者面談やスクールカ
ウンセラーの紹介等で対応している。案件によっては、教育指導方法や適切な対応を行うため、教員が事前にスクールカウンセラーと面会し、指導に関して助言等を受けて
いる。経済的な問題に関しては奨学金等活用や授業料の延納分納対応をしている。



当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://www.yomiuririkou.ac.jp/course/architect/

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した
内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、そ
れぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいい
ます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、
留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者
とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同
時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学
修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
①学費支援制度（新入生対象）
　　　経済的な事情で進学を諦めなければならない状況にある、勉学意欲があり本校への入学を強く希望している方で、世帯年収の目安が500
万円以下の方を対象に選考し入学時納付金の一部を免除する制度。
②小林與三次記念育英奨学金制度
　　　　経済的な事情で修学を諦めなければならない状況にある、勉学意欲があり学業の優秀な本校の在校生を対象とした奨学金制度
③留学生対象推薦入学学費減免制度
　　　私費留学生が出願時に日本語学校の推薦を受けている場合に入学時納付金の一部を減免する制度
④留学生特別奨学金制度
　　　出席状況が優良な私費留学生に対して奨学金を支給する制度

■専門実践教育訓練給付：　　　　非給付対象

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

http://www.yomiuririkou.ac.jp/course/architect/


種別

①

③

③

（年間の開催数及び開催時期）

渡部　俊一
ＳＤ建築設計株式会社　一級建築士事務所
代表取締役

　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
建設業界は、日々進化している、ITを使用した情報ネットワーク、災害が起きる度に変わる法律、新しい工法や、JIS、指針
の改正などが行われている。それらの建築分野に関する職業に必要となる実践的かつ専門的な能力を育成するため、実
習・演習等の授業において企業等との組織的な連携を通じて、最新の技術動向が反映された技術・技能を教育する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

設計製図Ⅱ、ＣＡＤでは、連携企業と専任教員が連携して講義の課題・進行・指導方法を作成し、実務に近い授業進行と指
導ならびに課題作品の評価を行うことで、業界で必要とされる知識技術を取得させる。また、製図の成果物の評価だけでな
く作品に対するプレゼンテーションにおいても助言を通して指導を行う。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

小川　貴之 読売理工医療福祉専門学校　学科長
　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合には、種別の欄は空欄で構いません。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回　（７月、１１月）

水落　清治 読売理工医療福祉専門学校　校長
　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

教育課程の編成に関しては、企業、各種団体等と連携し、最新の建築技術を教育に取り入れる事と、建築士、施工管理技
士等の認定校として、卒業後、資格試験に合格できる教育を行う事を基本方針としている。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

校長の下に教育課程編成委員会を置き、校長を委員長として業界団体や有識者、企業関係者の外部委員と当該学科の学
科長ならびに事務局長を委員として選出し、年に２回以上開催し、学科の教科構成や実習・演習の内容はもちろん教員研
修等について、外部委員の意見をもとに当該学科の実践的な職業教育の実施に向け、必要なカリキュラムの改善案を教
務で検討し校長に報告、カリキュラムに反映させる。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

鹿毛　信一 河端建設株式会社　工事部部長
　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

令和4年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

笠木　直人 一般社団法人　東京建築士会
　令和5年4月1日
　～令和6年3月31日（1年）

学校の地域貢献について、地域の子供たちへの体験イベントの内容について、各委員より事例と共にアドバイスを頂いた。
今年度の実施に向け、現在検討を行っている。また大学との比較に関して、住宅設計課題の充実など大学にはない専門学
校の特徴を活かした課題設定に力をいれるべきとの意見もあり、今年度はより充実した内容を検討している。

（開催日時（実績））
令和4年度　第2回　令和4年11月25日（金）　18：00～19：00
令和5年度　第1回　令和5年7月27日（木）　18：30～19：30



（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

設計製図Ⅱ

各課題を通して、製図方法、技術的課題、空間の把握を学ぶ。コンセプトから
具体的建築へと展開する設計のプロセスを身につける。 藤田修司建築設計事務所

ＣＡＤⅡ

業界でスタンダードになっているAutoCADの基本操作を習得する。AutoCADで
図面作成に必要な基本操作を習得する。BIMの概念を簡単なモデリングをする
ことで理解する。

庵デザイン一級建築士事務所

設計製図Ⅰ
製図の基本となる線の引き方、線の種類や太さ、製図記号のルールを学習す
る。　各種図面の表現方法を木造・RC造ごとにコピーとオリジナル設計をする
ことで修得する。

ハギアーキ 一級建築士事務所

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

　教員として所属学科の実践的な職業教育を行うために必要な実務、学術的知識、教育方法について絶えず新しい情報に
触れ教員自らが自己研鑽に務めることが重要である。教員の能力向上を適切に評価し企業へ出向く研修や教育指導の改
善や企業を招き行う研修会などについて計画的に実施するため、本校では、読売理工学院管理運営規則第12条で定め
た、教職員研究助成規定で「学院に勤務する教職員（専任、特別契約教員）で本学院教育の向上に資する学問・技術の研
究又は教育行政上の研究を行おうとする者に対して助成を行うこと」。教員研修規定で「担当学科分野における実務に関す
る知識、技術、技能をはじめとし、授業や学生指導など教育全般にわたる能力向上を図るため、組織的に位置づけられた
研修機会を確保し、計画的に受講すること」と定め、これら規定により年度計画に合わせ予算に計上し校長指示により研修
が実施される。学科長又は教員自らが自己研鑽を目的に研修・研究の実施を希望する場合も同様に校長が判断をする。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ＣＡＤⅠ

Vectorworksを使って、教科書の各課題の解説・実習を行い、CADの初歩的な
使い方・目的を理解する。今後に、CADをデザインツールとして使って行くため
の、基本的な理解を高める。

AL建築設計事務所

建築測量

各種測量方法の理論を習得し、実習地において、測量機器の取り扱い、データ
の調整計算などにより実務能力を養う。水準測量、トランシット測量、平板測量
等を学ぶ。

公益社団法人　日本測量協会

日時：令和4年9月27日（火）
タイトル：現場管理の現状と事例紹介
主　　催：読売理工医療福祉専門学校　建築系学科
場　　所：読売理工医療福祉専門学校　514教室
講座内容：株式会社よみうりサポートアンドサービス様を講師としてお招きし、現場管理の取り組み、課題について
講義頂いた。　参加人数：建築系学科教員　3名

②指導力の修得・向上のための研修等
・　臨床心理士による学生カウンセリングに関する研修
　日　時：　令和5年3月10日（金）
　場　所：　読売理工医療福祉専門学校　301教室
　主　催：　読売理工医療福祉専門学校
　参加者：　3名
　研修内容　：　LGBTQ＋（性的マイノリティ）について

・　「外国人留学生就職支援セミナー」
　日　時：　令和4年1月18日（水）
　場　所：　オンライン
　主　催：　東京都外国人材採用ナビセンター
　参加者：　1名
　研修内容　：　コロナ禍での企業の採用動向および外国人留学生就職支援のポイントど



②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「：臨床心理士による学生カウンセリングに関する研修」（連携企業等：スクールカウンセラー 半田 茂 先生）
期間：令和6年3月中旬　（予定）
内容：未定

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
日　　時：令和5年9月
タイトル：現場管理の現状について
場　　所：未定
主　　催：読売理工医療福祉専門学校
研修内容：実務家教員による近作と設計手法、設計教育へのフィードバックなど
参加人数：教職員５名

日　　時：令和6年3月
タイトル：実務と設計教育について
場　　所：未定
主　　催：読売理工医療福祉専門学校
研修内容：実務家教員による近作と設計手法、設計教育へのフィードバックなど
参加人数：教職員５名



種別

卒業生委員

保護者委員

地域委員

企業委員

企業委員

企業委員

企業委員

企業委員

企業委員

学校委員

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
自己評価の客観性・透明性を高めるとともに、建築学科の関連業界、卒業生、保護者など学校と密接に関係する者の理解
促進と継続した連携協力体制の確保により、学校運営・教育内容の改善を図るため「学校関係者評価委員会」を設置し、
当委員会の意見を学校運営等の改善に活用するとともに結果を公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（３）教育活動 教育目標、教育課程、成績評価基準、資格取得の指導体制、授業評価
（４）学修成果 就職率、資格取得、退学率、卒業生の社会的評価
（５）学生支援 就職指導、学生相談、健康管理、課外授業、保護者との連携

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 理念、目的、育成人材像、特色
（２）学校運営 運営方針、事業計画、運営組織、意思決定機能

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

羽場　宏祐

（９）法令等の遵守 法令・設置基準の遵守、個人情報の保護、学校評価、情報公開
（１０）社会貢献・地域貢献 教育資源・施設の活用、学生ボランティア活動、公開講座・教育訓練の実施
（１１）国際交流 海外研修、留学生の受入れ・在籍管理・就職指導

（６）教育環境 施設・設備の整備、インターンシップ、海外研修、防災体制
（７）学生の受入れ募集 学生募集活動、入学選考、学納金
（８）財務 財務基盤、予算・収支計画、監査、財務情報の公開

小嶋　守 小嶋電工株式会社　専務取締役
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

学校関係者評価委員会の意見をもとに、目標とすべきテーマを掲げ、校長や各学科で目標に向けて取り組み、達成状況に
対する意見を委員会でいただき、改善すべきところを改善している。例えば新型コロナ感染症対策をについてや、除籍退者
を減らすことなど目標としている。他に卒業生との連絡状況や、地域住民と学校行事との連携強化など、今後の課題も見え
てきている。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　令和4年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

渡部　俊一 読売理工専校友会　会長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

鹿毛　信一 河端建設(株)　工事部部長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

本田　章良 臨床工学科在学生　保護者
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

杉田　明治 文京区礫川地区町会連合会　会長

公益財団法人　日本建築衛生管理教育セン
ター　業務部教務課　技術主幹

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

(株)インターナショナルクリエイティブ
最高顧問

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

伊藤　大輔
医療法人社団　愛友会　伊奈病院　医療技術
部　臨床工学科　係長

　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（○ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）　公表時期　9月上旬　　1月下旬
http://www.yomiuririkou.ac.jp/about/

大庭　尚子 港区東部在宅医療相談窓口
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

水落　清治 読売理工医療福祉専門学校　校長
　令和4年4月1日
　～令和5年3月31日（1年）

中村　孝之

http://www.yomiuririkou.ac.jp/about/


海外研修派遣制度

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:http://www.yomiuririkou.ac.jp

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事、クラブ活動
（６）学生の生活支援 学生相談室、留学生相談室
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金、奨学金制度

（２）各学科等の教育 定員、入学者数、在籍者数、教育課程、進級、卒業要件、目標資格
（３）教職員 教員数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育、就職支援、インターンシップ

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 賃借対照表、収支計算書
（９）学校評価 自己評価・学校関係者評価
（１０）国際連携の状況
（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

企業等の関係者が本校の全般について理解を深めるとともに、連携および協力の推進に資するため、本校の基本的情報
を含めた必要な情報を分かり易い形で、ホームページを通じて恒常的に提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校の育成人材像、特色、沿革

http://www.yomiuririkou.ac.jp/


必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

（

前
回
公
表
年
月

日
：
令
和
 
4
年
7

月
3
1
日
）

専
　
　
任

兼
　
　
任

1 ○ パソコン入門

パソコンを有効に活用するために必要なPCの操作方法を
学習します。電子メール、インターネットなど、ネット
ワークの基礎知識、またWindows版WordとExcelを使用し
た電子文書作成等も体験していきます。

１
前

36 1 ○ ○ ○

2 ○
社会人基礎力
講座

社会人として必要なマナーを学んでいきます。この講座
では、社会人としての心得や挨拶や言葉遣いなどの基本
的なマナーについて学習します。

１
後

36 2 ○ ○ ○

3 ○ 日本語講座Ⅰ

本講座では、留学生を対象に専門教育の授業内容を理解
するために必要となる日本語を学んでいきます。内容
は、文法・文字・語彙・文章理解・作文などを中心に、
座学の授業形態に対応できる事を目的にしています。ま
た各々の能力に合わせて日本語能力検定試験の受験指導
なども行います。

１
前

36 2 ○ ○ ○

4 ○ 日本語講座Ⅱ

本講座では、留学生を対象に専門教育の授業内容を理解
するために必要となる日本語を学んでいきます。内容
は、文法・文字・語彙・文章理解・作文などを中心に、
座学の授業形態に対応できる事を目的にしています。ま
た各々の能力に合わせて日本語能力検定試験の受験指導
なども行います。

１
後

36 2 ○ ○ ○

5 ○
一般教養講座
Ⅰ

基礎学力の向上と就職試験対策を目的として、皆さんが
過去に学習した範囲の数学の復習を行います。ここで
は、式の計算、展開・因数分解、平方根、方程式、関
数、相似、図形の面積・体積などを学びます。

１
前

36 2 ○ ○ ○

6 ○
一般教養講座
Ⅱ

基礎学力の向上と就職試験対策を目的として、皆さんが
過去に学習した範囲の国語の復習を行います。ここで
は、漢字の読み・書き、類義語・対義語、熟語、同訓異
字・同音異義語などです。また、新聞記事を読んで設問
に答える新聞読解にも取り組みます。

１
後

36 2 ○ ○ ○

7 ○ 海外研修

当学院は、オーストラリアのクィーンズラントﾞ州立専門
学校（TAFE）と姉妹校提携しています。この姉妹校TAFE
には、専門教育の他に様々な英語教育のコースがあり、
ホームステイ等の体験を通して、異文化での様々な体験
を通して、広い視野と国際感覚を身に付ける事を目的と
しています。

１
前

36 2 ○ ○ ○

8 ○
社会人教養講
座Ⅰ

本校を卒業後、社会人として第一歩を踏み出す学生の
皆さんに役立つように、働くことの意味、社会の仕組
み、そして今の日本が抱える諸課題について、分かりや
すく解説します。

講師側が一方的に話をして終わりという形ではなく、
皆さんにも一緒に考えてもらい、質問も遠慮なくしてい

１
前

36 2 ○ ○ ○

9 ○
社会人教養講
座Ⅱ

社会人教養講座Ⅰの内容をより深め、皆さんが学んだ
専門知識や技術を存分に活用し、有意義な社会生活を
送って行くために必要なノウハウを、アドバイスしてい
きます。
また、消費者教育として、個人の消費行動とそこの起こ
るトラブルについて認識し、新しいライフスタイルを主

１
後

36 2 ○ ○ ○

10 ○ 建築学概論

建築分野の概要を学び、建築を主とした様々な専門分野
の相互関係を理解します。建築、及び建築に係る理念や
職能範囲を知り、建築学の体系を大まかに捉えること
で、これから学ぶ科目を理解するための入口となりま
す。

１
前

36 2 ○ ○ ○ ○

11 ○ 建築計画Ａ

私たちの生活に関わる「住む」あるいは「働く」環境に
必要な要件から「建築の計画とはなにか？」を学んでい
きます。前半では、建築の基本的要素を多く含む「住
宅」（戸建住宅及び集合住宅）、後半では、オフィスビ
ルを中心に取りあげ、働くための場所に求められる計画
を学びます。

１
後

72 4 ○ ○ ○

12 ○ 建築計画Ｂ

建築計画Aで学んだ知識から展開し、各種用途の建築物を
計画するにあたり必要な事柄について解説します。対象
とする建築物は、物品販売店舗、レストラン、ホテルな
どの商業施設。また、公共性の高い施設の劇場、図書
館、美術館、学校、病院などについても取りあげます。

２
前

72 4 ○ ○ ○

13 ○ 建築史
過去の建築がどのようにして創造され、長い歴史の中で
どのように変化してきたのかを知る事は、新しい建築を
考える上で重要である。写真等を通じて理解を深める。

１
後

36 2 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程建築学科）
分類

授業科目名 授業科目概要
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・
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14 ○ 都市計画

個々の建築を合理的につくっても、その集合体である都
市空間は必ずしもよくならない、住みやすい都市空間を
創造するために、いかなる形態で有るべきかを探求す
る。

２
前

36 2 ○ ○ ○

15 ○
インテリア計
画

インテリアコーディネーター、インテリアプランナー等
の資格取得を目的とし、総論として内装計画の基礎を学
ぶ。

１
後

36 2 ○ ○ ○

16 ○ 環境工学
室内気候や光、音、身の回りに有るのに、分かっている
ようで分かっていない、その身近な現象について勉強す
る。

２
前

36 2 ○ ○ ○

17 ○ 建築設備
建築計画上必要な建築設備、空調や給排水等のシステム
の理解、それら機器の重量、容量据え付けの注意事項、
各種システムの特徴を勉強する。

２
前

72 4 ○ ○ ○

18 ○ 建築法規
建築基準法を中心に、それに関係する各種法令を学ぶ。
建築基準法では、単体規定、集団規定、制度規定などを
学習し、建築士法、都市計画法などにも触れる。

１
前

72 4 ○ ○ ○

19 ○ 構造力学Ⅰ

建築物は積載荷重、自重だけでなく、地震・風圧等の外
力を受けている。その構造力学を学ぶための基礎とな
る、力のつり合いを学び、反力と応力の算定方法を学習
する。

１
前

72 4 ○ ○ ○

20 ○ 構造力学Ⅱ
力のつり合いだけで解けない構造物（不静定構造物）
が、外力を受けた時の応力の大きさや変形を求める手法
を学ぶ。

２
前

72 4 ○ ○ ○

21 ○ 材料力学
各部材に生じる変形及び応力を基礎から理解させ、演習
問題により構造的な物の考え方に慣れさせる。

１
後

36 2 ○ ○ ○

22 ○
鉄 筋 コ ン ク
リート構造

鉄とコンクリートの材料による力学的特性、梁や柱の部
材特性を学んだ後、それを基に構造計画、柱、梁、スラ
ブなどの設計手法を、理論と演習を反復しながら学ぶ。

２
後

36 2 ○ ○ ○

23 ○ 鉄骨構造
鉄骨の構造計算手法を学び、次に、鋼材の性質や力学的
特性および許容応力度の算定法を学習する。はり、柱、
トラスに分けその設計法を学習する。

２
後

36 2 ○ ○ ○

24 ○ 建築施工

建物を造るのに必要な、仮設、工事管理、地盤調査、
杭、根切り山留め、地業、鉄筋、型枠、コンクリート、
鉄骨、木、防水、内装全ての工事について学習して行
く。

１
前

72 4 ○ ○ ○

25 ○ 建築材料
材料の性質、用途・機能に適した選定、構造材・仕上げ
材の使い分け、防災、など簡明に基礎知識を習得させ
る。

１
前

72 4 ○ ○ ○

26 ○ 建築構法

建築計画、構造、施工、法規、設計等、の教科を関連づ
ける総合的な教科で主体構造（RC造、木造、鉄骨造）や
各部構法を通じ建物の仕組みや構造体の特性を勉強す
る。

１
後

72 4 ○ ○ ○

27 ○ 建築積算
卒業後の積算士の受験を考慮し、建築数量積算基準に基
づいて、材料の数量算出を学ぶ。仮設、躯体、仕上げの
各部分の数量計算方法を学んで積算技術を習得させる。

２
後

72 4 ○ ○ ○



28 ○ 設計製図Ⅰ

製図の基本となる様々な規約を学習し、各種図面の表現
方法を木造・RC造・鉄骨造を描き写すことにより図面の
描き方を習得させる。後半では木造の設計法を学習す
る。

１
通

288 8 ○ ○ ○ ○

29 ○ 設計製図Ⅱ

設計製図Ⅰの知識を基礎にして、より高度の計画力、表
現技法を学び、社会に通用する設計製図力を養う。具体
的には、幼稚園の設計（RC造）商業施設の設計（S造）を
行う。

２
前

144 4 ○ ○ ○ ○ ○

30 ○ ＣＡＤⅠ

ＣＡＤ（Computer Aided Design）は、製図版や鉛筆と同
じく製図のための道具のひとつです。道具として使いこ
なし、各自のデザインを作り上げることを目指します。
この科目ではVectorworksを用い、コンピュータを使用し
た表現の可能性を体感していきます。

１
後

36 1 ○ ○ ○ ○ ○

31 ○ ＣＡＤⅡ
AUTO CADの使い方を覚える。同時に様々な構造種別、各
種図面の作図方法を学び、各自の設計作品を仕上げる。

１
後

72 2 ○ ○ ○ ○ ○

32 ○ 建築測量

各種測量方法の理論を習得し、実習地において、測量機
器の取り扱い、データの調整計算などにより実務能力を
養う。水準測量、トランシット測量、平板測量等を学
ぶ。

２
後

36 1 ○ ○ ○ ○ ○

33 ○
パ ー ス ペ ク
ティブ

作図を中心に行い、立体感覚・作図技術を習得する中
で、各段階で図面構成から色鉛筆による着彩スタディま
でを学習する。

１
前

72 4 ○ ○ ○

34 ○ 造形演習
様々なデザインを学ぶ上での基礎となる造形を学ぶ。石
膏デッサンでは物を鉛筆1本で立体的に描く手法を学び、
色彩論・平面構成などで色の付け方の勉強を行う。

１
前

72 4 ○ ○ ○

35 ○
プレゼンテー
ション技法

自分の考えを第三者に理解させるために、言葉や文字や
図などを用いるのが「プレゼンテーション」という。そ
の技法を学び作品表現力向上を目指す。

１
後

36 1 ○ ○ ○ ○

36 ○ 現代建築論
現在の建築デザインの最先端を常に意識しながら、現代
の建築理論の基礎的な流れを知り、さらに理論を踏まえ
ながら各自の作品に反映できるまで理解を深めて行く。

１
後

18 1 ○ ○ ○

37 ○ 施工管理
施工とは建物を作って行く行為だが、作り方、施工方法
は様々な物がある、コスト・安全・工期など施工に必要
なマネジメントを考えられるようにする。

２
後

18 1 ○ ○ ○ ○

38 ○ 卒業設計
今まで習得したCADの製図技術・CGのプレゼンテーション
技術を応用し、コンセプトの作成・エスキースから作品
の発表に至るまで、パソコンを用いた図面表現を行う。

２
後

108 6 ○ ○ ○ ○

39 ○ 基礎学力講座
本学科の専門分野を習得するために、必要な基礎学力を
学ぶ講座です。

１
前

36 2 ○ ○ ○

40 〇
インテリア計
画演習

インテリア計画の知識をさらに深めるとともに、スペー
ス（空間）とプロダクト（製品）の事例を調べていきま
す。特にここでは、実際のスケール感（原寸）を意識し
て図面を書くことや、材料の性質について理解を深める
ことも重要なポイントになります。

２
後

36 2 ○ ○ ○

41 ○ 建設と社会
福祉住環境コーディネーター受験のための対策講座で
す。

１
前

36 2 ○ ○ ○

42 ○
資 格 講 座
（１）

在学中（卒業年度）に受験できる、２級建築施工管理技
士補（学科試験）、またはインテリアコーディネーター1
次試験の受験対策講座です。

２
前

54 3 ○ ○ ○

43 ○
資 格 講 座
（２）

卒業と同時に受験資格が得られる二級建築士の受験対策
講座です。ここでは、試験の概要を説明した後、学科試
験（計画、法規、構造、施工）、また設計製図の過去に
出題された問題を演習として取り上げ、出題傾向や重要
なポイントを解説します。

２
後

54 3 ○ ○ ○

43科目 2556単位時間(   117  単位)合計



卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業に必要な単位は82単位以上とする。履修方法は課題の提出、試験の点数、出
席状況により判定する。

１学年の学期区分 前後期
１学期の授業期間 18週

（留意事項）


